
県立高等技術専門校の整備・運営について 
概要 

      【現状・課題】 

■現プランの実績 
 ・普通課程（H23→H27）        ・短期課程施設内訓練（H23→H26）    ・短期課程委託（H23→H26） 
  訓練科数 １９科→１７科       訓練科数  １０科→９科           計画定員 ２，０１０人→２，０９１人 
  入校定員 ３３５人→３００人     入校定員  ８５人→７５人         入校者数  ２，０６５人→１，５６０人 
  入校者   ２９５人→２３３人      入校者          ６９人→５７人          
  入校率  ８８．１％→７７．７％     入校率   ８１．２％→７６．０％ 

■計画期間 
 平成２８年度～平成３２年度（第１０次職業能力開発計画と同期間） 

■プランの位置付け→第１０次職業能力開発計画の下部計画 

離職に伴う若年の 
非正規労働者数が増加 

【高等技術専門校として 
    果たすべき役割】 

【今後の取り組み】 

若年の非正規労働者 
などに職業訓練機会 

の提供 

【期待される効果】 

施設内訓練科の
新設・再編 

ものづくり産業 
の集積に伴う 

人材ニーズの多様化 

ものづくり産業 
を担う人材の 
確保・育成 

東日本大震災後の 
復興需要などを背景 
とした雇用のミスマッチ 

労働力需給の 
ミスマッチを解消する 
ための人材育成 

雇用のミスマッチを 
解消するための多様な 
職業訓練機会の提供 

高等技術 
専門校の 

訓練生の確保 
及び就職支援 

多岐にわたる 
委託訓練 

コースの設定 

多岐にわたる 
在職者訓練 
コースの設定 

高卒就職者の 
高い早期離職率 

技能者の高齢化 
（後継者不足） 

・企業への能力開発支援 
・地場産業の後継者育成 
 支援 

企業や地場産業の 
技能継承 

【実施】 
（訓練生の確保） 

・インターネットを活用した情報
提供の拡大（HP，FBなど） 
・高校生への出前授業の実施 

・進路説明会等への積極的な
参加 

・業界団体等と連携した学生
募集活動 

・大学・短大を含めた学生募集
活動の範囲拡大 

・各種技能競技大会への出場
奨励       など 
（訓練生の就職支援） 
・企業訪問の範囲等の拡大 

・企業が求める人材育成と訓
練内容のマッチング 

・国家試験・技能検定対策講
座の実施     など 

・訓練内容を充実させるため，
１年課程を２年課程に移行す
るなど検討していく 

・訓練カリキュラムを見直し，
科名や設置校について検討し
ていく 

・必要に応じて，新設科を設置
するなど検討していく 

（委託訓練コース例） 
・IT基礎 
・OA基礎  
・医療事務 
・訪問介護 
・不動産管理     など 

（スキルアップコース例） 
・CAD入門 
・ガス溶接技能講習 など 

（試験・検定の受験（検）対策
コース例） 
・電気工事士等 
      試験対策コース 
・技能検定受検対策コース  
               など 
（オーダーメード訓練例） 

・企業等のオーダーに応じたパ
ソコンスキル講座   など 

・ものづくり産業を担う即戦力
ある人材の輩出 
 
・企業や地場産業の技能継承 

（訓練生の確保） 
・高等技術専門校の周知 
・ものづくりへの興味拡大 

・ものづくり産業への就職を希
望する入校生の増加 
 
（訓練生の就職支援） 

・企業の方への高等技術専門
校の周知 

・ものづくり産業の基盤を支え
る人材の輩出 

・基礎知識・技能を習得した人
材の輩出 
 

・職務に必要な資格を有する
人材輩出 

・若年技能者のスキルアップ 
 

・国家試験や技能検定受験
（検）者の合格率アップ 
 
・企業の社員教育支援 

【基本的方向性】 
 ○東日本大震災からの復興をより確実なものにするために，本プランの計画期間内は現在の５校体制を 
   維持しつつ，公共職業能力開発施設としての役割を果たしていく。 
 
 ①高等技術専門校の訓練生の確保及び就職支援に努めていく。 
 ②地域との連携を強化し，地元の若者が地域に貢献できる人材の育成に努めていく。 
 ③施設内訓練科については，社会情勢や雇用情勢の変化に柔軟に対応しながら，新設・再編を行っていく。 
 ④在職者の技能向上と訓練機会の提供を行うとともに，地場産業の後継者育成についても支援していく。 
 ⑤雇用のセーフティーネットの役割を果たすため，離転職者に多様な職業訓練の機会を提供していく。 

若者のものづくり離れ 

ものづくり産業の 
基盤を支える 

人材の確保・育成・輩出 

東日本大震災により 
若者が地域から 
流出することによる 
活力の低下 

若者の流出を抑制する
ための環境整備 

地域との 
連携を強化 

（例） 

・企業訪問による人材ニーズ
の把握  

・地域の全日・定時制高校生を
対象とした体験学習の実施 

・小中学生等を対象とした職業
訓練の啓蒙活動（例  校が主
催するふれあいまつり等で体
験学習を実施）  
・他機関との連携・連絡・調整 
              など       

・高等技術専門校の認知度向
上 
 

・地域からの若者の流出を抑
制 
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